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巻き返しの機会を窺うジョンソン首相  

 ～離脱期限は再延期へ、総選挙は保守党が優勢～ 
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◇ 政府に離脱期限の延期を義務づける法律が成立、早期総選挙を求める解散動議が再び否決され、

ジョンソン首相は窮地に陥っている。法律の抜け道を模索する動きも一部で伝えられるが、10月

末の離脱期限の延期は避けられそうにない。離脱期限の延期要請を回避するため、10月14日の新

議会召集直後にジョンソン首相が自ら辞意を表明する可能性や、同氏が離脱期限の延期を要請し

た後に野党が内閣不信任案を提出する可能性がある。11月下旬か12月初旬に予想される次期総選

挙が離脱の行方を左右することになりそうだ。野党勢は保守党とブレグジット党の間で離脱支持

の有権者の票が割れるとみて、離脱期限延期後の総選挙での政権交代を目論む。ただ、ブレグジ

ット党は接戦選挙区での候補者擁立を見送る形での保守党との選挙協力も模索している。世論調

査は引き続き、保守党の勝利を示唆する。ジョンソン首相が議会の過半数を掌握すれば、議会は

合意なき離脱を阻止する力を失い、来年１月末に向けて合意なき離脱の不安が再燃しよう。 

 

10月19日までに英議会が離脱合意を受け入れるか、合意なしで離脱することを承認しない限り、

来年１月31日までの離脱期限の延期要請を政府に義務づける法律（以下、離脱延期法）が９日に女

王裁可を受けて成立した。ジョンソン首相は離脱期限の延期要請を強いられる前に法律の効力を無

効化することを狙い、10月15日の総選挙実施を呼び掛けたが、野党勢は政府が離脱期限の延期を要

請する以前の選挙に応じないとの立場で一致、10日深夜（日本時間の10日朝）に行われた採決で議

会の解散動議が再び否決された。解散動議の採決に先駆けて、10月14日までの議会閉会と合意なき

離脱の準備作業に関する情報公開を求める緊急党議が可決したほか、野党が提出した政府に離脱延

期法の遵守を求める動議が承認され、ジョンソン首相は難しい議会運営を迫られている。同氏は首

相就任後、合意なき離脱も辞さない姿勢で交渉に臨み、ＥＵからの譲歩を引き出そうとしてきた。

合意なき離脱を阻止しようとする議会に投票機会を与えないよう、離脱期限直前の議会閉会を提案

したが、夏季休会明けの１週間で議会に手足を縛られた格好となった。議会は同日で会期を終了し、

10月14日に新会期が召集されるまでの５週間、一時中断する。新会期が召集された後に改めて解散

動議が通ったり、内閣不信任案が可決された場合も、議会の解散から総選挙実施までに５週間以上

の準備期間を設ける必要があるため、10月31日以前の総選挙実施は難しい。 

ジョンソン首相はさらなる離脱期限の延期に反対し、閉会中にＥＵとの協議を進め、北アイルラ

ンド国境管理のバックストップ（保険案）などの合意内容を見直したうえで10月末に離脱すること

を目指すと同時に、新たな合意がまとまらない場合に備え、合意なき離脱の準備作業を続けること

を示唆している。先週、「離脱を延期する位ならば死んだ方がまし」と発言した首相は、①離脱延

期を要請する書簡とともに、それが政府の意図するところではないことを示唆する別の書簡をＥＵ

に送ること、②一部のＥＵ加盟国に離脱延期に応じないように働きかけること（離脱期限の延期は
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英国の求めに応じてＥＵ加盟国の全会一致の賛成が必要）、③非常事態を宣言し、2004年緊急事態

法に基づき、離脱延期法の効力を停止すること、④離脱延期法を無効と主張し、離脱期限の延長要

請を拒否、法定闘争の間に離脱期限が到来する状況を作り出すことなど、離脱期限の延期要請を回

避する様々な抜け道を検討しているとも伝えられる。だが、ジョンソン首相が法を軽視する奇策に

出た場合、罪を問われる可能性があるほか、政治的な批判に晒されることが予想される。ジョンソ

ン首相は先週、離脱延期法に賛成した与党議員21名を保守党から追放した。党の分裂を招き、功労

者も切り捨てる首相の党運営に対しては、与党議員の間からも不満の声があがっている。ジョンソ

ン首相の実弟に続き、８日にはラッド雇用・年金相が閣僚辞任と保守党離党を表明、今後も追随者

が出るとの見方も浮上している。 

法的義務を迂回する秘策がない場合、ジョンソン首相は新議会の招集後に辞任し、自らが離脱期

限の延期を要請することを回避、その後の総選挙で首相への返り咲きと合意なき離脱も排除しない

交渉姿勢への回帰を目指す可能性も指摘されている。だが、最大野党・労働党のコービン党首の首

相就任には野党内から反対の声が聞かれ、議会の過半数を確保できる後継者がいないと判断した場

合、女王は総選挙までジョンソン首相の続投を求める可能性がある。その場合、ジョンソン氏は離

脱期限の延期を要請せざるを得なくなる。他方、コービン党首が後継首相に任命された場合、その

時点で保守党は議会の過半数を保持していない。政権交代後に総選挙に持ち込む機会が得られるか

は不透明だ。任期前解散には、内閣不信任案を可決するか、下院の３分の２以上が解散に賛成する

必要がある。そのまま労働党政権が続投し、首相返り咲きの機会を奪われるばかりか、二度目の国

民投票や離脱撤回を通じて、離脱の実現を阻止される恐れもある。 

10月中旬の総選挙を拒否した野党勢だが、政権交代の機会を窺っている。10月14日に召集される

新議会は、ジョンソン首相の施政方針演説を女王が読み上げる女王演説で始まる。議会はその後の

数日を施政方針に関する討議に充て、10月21～22日頃にその是非を巡って議会で投票が行われる。

一部のメディアは、労働党が女王演説の投票が否決された直後にジョンソン首相に対する内閣不信

任案の提出を検討していると伝えている。この時点でジョンソン首相は離脱期限の延長要請を余儀

なくされており、離脱支持の有権者の間に同氏への失望が広がっている可能性がある。その機会を

捉えて政権交代を目指そうという訳だ。内閣不信任案が可決された場合、14日以内に同じ内閣か別

の内閣が改めて信任されない場合、議会は解散され、総選挙が行われる。野党勢がコービン党首の

首相就任で一致できる可能性は低く、11月後半か12月上旬に総選挙が行われることになりそうだ。 

総選挙の結果を占ううえでは、ジョンソン首相が自ら離脱期限の延期を強いられるか否か、ブレ

グジット党との選挙協力の有無、が鍵を握りそうだ。野党勢は総選挙の時期を遅らせ、ジョンソン

首相が約束した期日に離脱を実現できない状況を作り出せば、離脱支持の有権者の票がブレグジッ

ト党と割れ、接戦選挙区で野党が議席を獲得できると読む。一部の世論調査はこうした可能性を示

唆しているものの、多くの世論調査では議会閉会や議員追放後も保守党が高い支持を維持している。

離脱支持の有権者の多くはジョンソン首相の強硬な離脱姿勢を支持、穏健な離脱支持者も国民医療

保険・教育・警察関連予算の拡充を掲げるジョンソン首相の国内政策を支持している。さらに、ブ

レグジット党を率いるファラージュ党首は８日、労働党が議席を保有する選挙区に候補者を擁立す

る一方、保守党との間で離脱支持の有権者の票が割れそうな接戦選挙区では競合する候補者の擁立

を見送る形での選挙協力の可能性を示唆している。 
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ジョンソン首相は「国民対議会」をスローガンに次の総選挙を戦う方針だ。保守党は国民投票で

離脱に投票した国民の側に立ち、離脱の実現を目指すと呼び掛ける。国民の代表者である筈の議会

はそうした国民の意思に背き、離脱を邪魔しようとしていると主張する。また、これまで採算、残

留派に有利な決定を下してきたバーコウ下院議長は９日、次の総選挙か10月末の何れか早い時期に

下院議長および下院議員を退くことを示唆している。労働党と自由民主党の間で穏健離脱や残留支

持の票が割れる可能性もあり、このまま総選挙が行われれば、保守党が勝利する可能性が高い。実

際にできるかどうかは別として、ジョンソン首相が法律違反を犯してでも離脱期限の延長を拒否す

る姿勢を示唆しているのは、離脱期限延期後の総選挙を睨んで離脱支持票のつなぎ止めを目指して

いる面もあろう。次の総選挙で保守党が勝利を収めれば、ジョンソン首相は改めて合意なき離脱も

辞さない姿勢でＥＵとの交渉に臨むことが予想される。その際には、合意なき離脱を阻止する議会

の過半数も、それに協力する残留派寄りの下院議長もいなくなる。10月末の合意なき離脱は回避さ

れそうな気配だが、来年１月末に向けてジョンソン首相の巻き返しに注意が必要となりそうだ。 

 

以上 


